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第１章 研究の背景 
１．１ 論文の構成 
  本論文は、５章から構成されている。各章における概要は以下のとおりである。 
  第１章では、本研究の背景を述べる。 
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わが国の棚田は全国に約 54,000 カ所あり、面積は 137,578ha で、耕地面積の 2.8％、田面積の 5.3％
を占めている（2005,農業ｾﾝｻｽ）。1 カ所当たりの平均面積は約 3ha（図 1-1、表 1-1）である。府県別
の棚田面積率と耕作放棄地面積率の関係を見たのが図 1-2 で、これによるとやや相関がみられる。 
なお、本研究で用いる「棚田保全」とは、保全を目的に棚田を維持管理することと定義する。維持
管理とは、営農を含む草刈等の農作業のことを言う。 






























化などで、農家にとって大変な負担となっており（例えばかつて 10 人でやっていた作業を、5 人で
しかも高齢者でやらなければならない）、この重労働の軽減が期待できる。 
















の大切さ等について積極的に PR してくれることが期待できる。 
１．２．４  棚田をめぐる状況 
 ①中山間地域の現状 
棚田の多くが分布している中山間地域の現状(表 1-2)については次のとおりである。 
１）全国の人口は平成 2 年から平成 17 年にかけて 3％増加しているのに対して、中山間地域の人 
口は 2％減少している（図 1-3）。 
２）全国に比べてより高齢化（65 歳以上）が進んでおり、4 人に 1 人が高齢者となっている 
（図 1-4）。 
３）平地に比べて 60 歳未満の農業従事者の割合が低く、65 歳以上の割合が大く、担い手の脆弱 
化が進んでいる（表 1-3）。 
４）耕作放棄地は 2010 年時点で 21.5 万 ha であり、耕作放棄地率は 14.5％と全国に比べ 5.8 ポイ
ント高くなっている（図 1-5）。 










 棚田百選とは、1999 年に農林水産省が多面的機能を有する棚田の維持・保全の取り組みを積極的に 
評価し、農業・農村に対する理解を深めることを趣旨として 134 地区を認定したものである。 
 選定基準は、積極的な維持・保全の取組みがなされ、今後もその取組みが継続される見込みがある 





  棚田百選の選定評価理由は、「国土保全＋景観維持」が 40 地区、「景観維持」が 36 地区、「景観  
維持＋伝統・文化維持保全」が 16 地区、「国土保全＋景観維持＋伝統・文化維持保全」が 12 地区、 
「国土保全」が 9 地区の順となっており、「国土保全」、「景観維持」、「伝統・文化維持保全」が選 
定評価の中心となっている（図 1-7）。 
２）耕作放棄地 
  耕作放棄地の現状は、耕作放棄地面積率 10%未満が 86 地区、10～20%未満が 24 地区、20～ 
30%未満が 18 地区、30%以上が 6 地区となっている（図 1-8）。 
 ３）棚田保全の取組み内容 
  棚田保全が取組まれている地区は、134 地区うちわずか 19%の 26 地区である。各地区の取組み 
内容は、「棚田オーナー制」が 13 地区、「都市住民の援農」が 5 地区、「都市住民との交流」が 5 地 
区、「耕作助成」が 3 地区となっている（図 1-9）。 
③棚田百選地区以外の棚田保全地区の取組み内容 
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  1999 年以降の棚田百選地区以外の 75 地区の棚田保全の取組み内容は、「棚田オーナー制」が 
32 地区、「景観維持」が 14 地区となっており、単一の方策がほとんどとなっている（表 1-4）。 









  ２）期間 平成５年度～ 





  １）目的 
    棚田地域等の条件不利地域を対象に、即効性があり、かつ、効果の持続性が図られる対策を緊 
急的に展開するため、棚田等の緊急的な整備及び多様な地域状況に対応した棚田地域等の保全に 
係る支援等をきめ細かく実施する。 
  ２）期間 平成９～１８年度 
  ３）事業内容 
   法面保護、簡易な区画整形、用排水施設整備、農業用道路等 
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③中山間ふるさと・水保全推進事業（棚田基金） 
    １）目的 
      農地等の有する多面的機能の良好な発揮と地域住民活動の活性化を図り、もって中山間地域 
の農業・農村の活性化に資する。 
    ２）期間 平成１０年度～ 
    ３）事業内容 
     ⅰ）保全ネットワーク推進事業 都市住民等の保全活動への参加促進等 
     ⅱ）保全活動推進事業 住民組織が行う保全活動の推進等 
     ⅲ）保全活動支援事業 住民組織が行う保全活動に要した経費等への助成 
④農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 
  １）目的（棚田保全関連部分） 
    里地や棚田において、多面的機能の良好発揮や豊かな自然環境の保全・再生のために必要な施 
設等を整備する。 
  ２）期間 平成１９年度～ 
  ３）事業内容 
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②ＣＯＰ１０の推進  
2010 年にＣＯＰ１０（生物多様性条約第１０回締約国会議：Conference of the Parties）に
おいて策定された愛知目標は、2050 年までに「自然と共生する世界」を実現することを目指し、





    個別目標のうち、棚田保全に関係する目標として、目標１：人々が生物多様性の価値と行動を 
認識する、目標５：森林を含む自然生息地の損失が少なくとも半減、可能な場合にはゼロに近づ 
き、劣化・分断が顕著に減少する、目標７：農業、養殖業、林業が持続可能に管理される、目標 



















































































































































































































































図 1-1 都道府県別の棚田カ所数と面積（2005） 
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か所 ha ha ha ha
全国 54,388 137,578 3 4,802,534 2,602,319
（都道府県）
北海道 - - 1,175,747 246,780
青森 232 817 4 159,698 85,476
岩手 621 1,289 2 164,799 97,355
宮城 935 1,050 1 139,152 112,779
秋田 - - 154,545 131,937
山形 914 4,211 5 131,382 101,425
福島 95 460 5 157,563 108,839
茨城 127 256 2 178,597 101,636
栃木 328 408 1 132,682 100,534
群馬 42 68 2 79,796 29,997
埼玉 1 5 5 88,176 46,948
千葉 179 262 1 136,634 80,067
東京 - - 8,368 332
神奈川 12 15 1 21,224 4,309
新潟 4,740 10,599 2 183,224 159,465
富山 734 3,727 5 60,696 58,043
石川 1,373 3,261 2 44,499 37,030
福井 611 1,744 3 42,866 38,590
山梨 84 136 2 30,921 9,314
長野 2,399 5,921 2 116,653 59,360
岐阜 925 2,348 3 60,011 45,357
静岡 95 219 2 78,008 26,160
愛知 33 41 1 84,634 48,155
三重 239 637 3 65,001 49,185
滋賀 118 1,242 11 57,281 52,356
京都 549 1,292 2 33,615 26,143
大阪 240 310 1 14,595 10,809
兵庫 2,992 4,000 1 80,904 71,489
奈良 549 3,297 6 24,213 16,806
和歌山 1,092 1,225 1 37,524 12,063
鳥取 1,101 2,447 2 37,466 24,930
島根 2,931 6,810 2 43,880 34,166
岡山 4,809 9,572 2 74,853 58,166
広島 9,770 35,409 4 61,206 44,757
山口 2,035 4,301 2 53,615 42,913
徳島 489 571 1 32,701 21,342
香川 209 236 1 34,094 27,569
愛媛 436 1,291 3 58,998 25,879
高知 1,397 1,647 1 30,022 22,190
福岡 542 2,099 4 92,927 70,327
佐賀 2,184 5,420 2 57,539 44,301
長崎 1,811 6,530 4 52,215 24,417
熊本 2,239 6,220 3 124,406 72,008
大分 636 1,955 3 63,107 40,861
宮崎 2,875 2,913 1 73,836 38,368
鹿児島 665 1,317 2 126,964 40,499









表 1-1 全国の棚田面積 


























































表 1-2 中山間地域の割合 
図 1-3 人口の推移 
図 1-2 棚田面積率と耕作放棄地面積率の関係 























図 1-4 高齢化率の推移 
 
表 1-3 農業従事者の推移 
 
 





















































































































































































































図 1-8 棚田地区の耕作放棄地面積率 
















図 1-9 棚田百選地区での保全活動内容（1999 年） 
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性を提言している。 
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２．２ 棚田保全地域の分類 
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２．４ 研究の意義 










２．４．２  COP10の目標達成の推進 
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３．１．２  方策の構築 


















  27 

























  28 
３．３  調査方法 
３．３．１ 静岡県菊川市上倉沢地区に関して 
  ①「研究対象地の概要、特色」を把握するための調査 
１）静岡県菊川市から資料やヒアリング等情報収集を行った（2010～2013 年）。 
  ②「持続的な活動組織づくり方策」、「安定した農作業支援、活動資金確保方策」、「復田による耕作面積 
の増加」、「棚田の魅力づくり方策」、「充実した広報方策」の概要と成果を把握するための調査、分析 
    １）「ＮＰＯ法人せんがまち棚田倶楽部」の設立に参画し、メンバーとの定期的(月に一回)意見交換や
情報収集を行った（2010～2013 年） 
    ２）静岡大学の学生サークルを設立し、棚田の保全活動の成果と課題を検討した（2009 年）。 
    ３）棚田オーナー事業の導入に参画した（2010 年）。 
    ４）復田による耕作面積の増加、棚田の魅力づくり、広報の計画、実施に参画した（2009～2013 年）。 
    ５）地域住民の棚田保全に関するアンケート調査および棚田オーナーへのアンケート調査(２回)を行 
った（2010、2011 年） 
   ６）先行研究に関する情報収集及び関連書籍・統計資料の収集を行った（2010～2013 年）。 









   １）鳥取県、若桜町、岩美町から資料（｢棚田保全ボランティア隊｣参加者へのアンケート調査結果 
も含む）やヒアリング等情報収集を行った（1997、1998、2012 年） 
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   ２）若桜町つく米地区、岩美町横尾地区の農家からヒアリングを行った（1997、1998 年) 
   ３）「とっとり農山村ファンクラブ」の事務局業務が委託されている「NPO 法人学生人材バンク」 
｢棚田保全ボランティア隊｣に参加していた鳥取大学生が設立）からヒアリングを行った（2012 年） 
   ４）先行研究に関する情報収集及び関連書籍・統計資料の収集を行った（2010～2013 年） 
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（２）気候 
    菊川市の気候は典型的な太平洋岸式気候に属しており、夏には太平洋の高温多湿な空気が吹き込むた
め雨が多く、冬には北西からの季節風が高い山々を越えて吹き下ろすため、空気が乾燥し雨が少ないの
が特徴である。また、日照時間が多く極めて温暖であり、雪が降ることはほとんどない。 
    菊川市の昭和 56 年から平成 22 年の約 30 年間の平均年降水量は 2,157mm で､平均気温は 14.8℃であ
る｡灌漑期間の 4 月～9 月が 1,446mm で 20.0℃､非灌漑期間の 10 月～3 月が 711mm で､9.1℃で､6 月
(285mm)と 9 月(288mm)に多量の降雨がある。 
（３）土地利用 
    2007 年の菊川市の市域面積は 94.24km2 で、地目別面積とその構成比をみると､宅地が 10.01k ㎡
（10.6％）､田が 14.22k ㎡（15.1％）､畑が 21.79 k ㎡（23.1％）､山林が 18.79 k ㎡（19.9％）､原野・雑
種地が 3.29 k ㎡（3.5％）､その他が 26.14 k ㎡（27.7％）となっている。田と畑を合わせた農地は 38％
を占めているが、1997 年から 2007 年までの 10 年間の増減率をみると、農地は田が 7.7%、畑が 2.1％
減少している状況である(図 4-2)。 













    
               図 4-2 菊川市の土地利用面積（2012 年） 
 
（４）産業別就業者割合 
2010 年の菊川市の産業別就業者割合は、第 1 次産業が 13.4%（県内 2 位）、第 2 次産業が 41.4%（県
内 5 位）、第 3 次産業が 43.7%（県内 23 位）となっており、第 1 次産業が県内トップクラスの割合とな
っている。 
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（５）農業 
    1985 年から 2010 年までの農業の趨勢を表 4-1でみると、農家世帯率（販売農家）は 10.3%（県内 2
位）、専業農家率（販売農家）は 19.4%（県内 16 位）、第 1 種兼業農家率（販売農家）は 24.9％（県内
6 位）､第 2 種兼業農家率（販売農家）は 55.7%（県内 11 位）となっている。また、農家一戸当たり経
営耕地面積（販売農家）1.52ha（県内 4 位）、農業産出額 430 万円/戸（県内 6 位）となっており、農家
世帯率及び農家一戸当たりの経営耕地面積が県内トップクラスとなっている。また、専業農家率は上昇
傾向にある。一方、農家人口は 1985 年に 18,306 人であったが、2010 年には 7,369 人になっており減少
傾向にある。 
表 4-1 菊川市の専業・兼業農家率の推移 
年次 総農家 専業農家 1種兼農家 2種兼農家
1985年 100.0 12.5 30.1 57.4
1990年 100.0 12.1 27.5 60.4
1995年 100.0 11.1 27.9 61.1
2000年 100.0 12.9 32.2 55.0
2005年 100.0 15.2 35.2 49.6
2010年 100.0 19.4 24.9 55.7  
   次に、2000 年から 2006 年までの農業粗生産額の推移を表 4-2に示す。2000 年に 1,410 百万円であっ
たが、2006 年には 1,070 百万円になっており減少傾向にある｡また､2006 年の農業粗生産額の約 40%が主
にお茶である工芸農作物となっている。 
 
年次 総額 米 麦・雑穀・豆類 いも類 野菜 果物 花き 工芸農産物 種苗苗木類 畜産 加工農産物
2000年 1,410 123 6 5 178 5 137 542 10 123 281
2001年 1,290 124 6 3 161 4 111 494 11 129 247
2002年 1,262 118 6 3 177 4 98 495 12 133 216
2003年 1,268 126 3 5 165 4 92 518 10 115 230
2004年 1,249 110 2 3 153 5 96 515 14 121 230
2005年 1,172 103 4 4 153 4 67 471 15 127 224
2006年 1,070 95 2 4 171 5 67 398 15 110 203
（単位：100万円）
 




表 4-2 菊川市の農業粗生産額の推移 
-2 菊川市の農業粗生産額の推移 
 
  33 
表 4-3 菊川市の茶栽培面積・生産収穫量・荒茶生産量の推移 
2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
面積（ha） 1,740 1,740 1,740 1,730 1,710 1,700
県内順位 3 5 5 5 5 5
収穫量（t） 22,600 22,000 19,800 20,000 20,100 18,000
県内順位 2 4 5 4 4 4
収穫量（t） 4,970 4,840 4,300 4,390 4,420 3,980








 研究対象地区である菊川市上倉沢地区の 2008 年以後の人口及び世帯数の変動特性について検討した。 
（１）人口変動 
   菊川市の人口は減少傾向にあるが、上倉沢地区の人口は、横ばいとなっている（図 4-3、図 4-4）。 
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図 4-4 菊川市と上倉沢地区の人口変動率 
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（２）世帯数の変動 






















































図 4-6 菊川市と上倉沢地区の世帯変動率 
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４．１．３ 静岡県における代表的な棚田（棚田等十選） 
  静岡県において、1999 年に多くの人に棚田等の有する機能の理解促進を図るとともに、棚田等を核とし
た都市との交流を図り中山間地域の活性化を推進することを目的として、県下 38 市町村（当時）から推薦
された 107 地区の棚田等の中から、国土保全、農山村景観、歴史的文化価値等に優れる棚田等が 10 地区選
定された。棚田 10 選とは① 石部の棚田（松崎町）、② 入間の段々畑（南伊豆町）、③ 笩場のわさび田（伊
豆市）、④ 柚野の棚田群（富士宮市）、⑤ 俵沢のつづら折り茶園（静岡市）、⑥ 上倉沢の棚田（菊川市）、
⑦ 大栗安の棚田（浜松市）、⑧ 瀬尻の段々茶園（浜松市）、⑨ 久留米木の棚田（浜松市）、⑩ 兎荷の棚田
（浜松市）である(表 4-4)。 
 
表 4-4 静岡県の棚田 10 選 
    
石部の棚田 松崎町 2 1,000 20
入間の段々畑 南伊豆町 3.5 500 70
筏場のわさび田 伊豆市 14.7 1,500 98
柚野の棚田群 富士宮市 10.2 266 383
俵沢のつづら折り茶園 静岡市 5 125 400
倉沢の棚田（千框棚田） 菊川市 3.5 2,742 13
大栗安の棚田 浜松市 7.4 481 154
瀬尻の段々茶園 浜松市 0.4 40 100
久留米木の棚田 浜松市 4 800 50
兎荷の棚田 浜松市 1.3 200 65



















































































































































































































































図 4-8 目木沢の流量 
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４．２．３ 棚田のかんがい方式と排水システム 




分かれて流下する。これらの台地斜面の水路には棚田への分水口が 5 カ所設置されている。これらの 2 系
統の水路において、それぞれの水田グループごとに順次上位部の水田から下位部の水田へ田越し灌漑が行
われ、その後幹線排水路末端部に集水され、やがて菊川本川に排水される（図 4-9）。  
棚田における水稲栽培の作業体系をみると、3 月中旬に田起こしと畦塗り、5 月末に代掻き、6 月上旬に









































写真 4-2 冬期湛水 
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４．２．５ 棚田地区の水収支 
平成 24 年の灌漑期において、目木沢から棚田への地区内流入量と幹線排水路末端分での地区外流出量を 
測定し、水収支を検討した。その結果を表 4-5に示す。地区内流入量は 0.004～0.050m3/s、地区外流出量
は 0 ～0.025m3/s で、日消費量は 3～107mm/d となり、平均では 72mm/d となった。なお、測定日における
降雨はなかった。 
 
表 4-5 地区内での水収支（20124 年） 
           
4月8日 0 . 0 3 2 0 . 0 1 5 7 1 . 9
5月1日 0 . 0 3 4 0 . 0 1 1 9 9 . 9
5月27日 0.018 0.000 77.8
7月5日 0.050 0.025 107.0
8月21日 0.004 0.003 3.2












































    写真 4-5 空からの風景①                写真 4-6 空からの風景②  



























    写真 4-11 草刈り(４月)                   写真 4-12 代搔き 
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    写真 4-15 田植え 10日後               写真 4-16 田植え約 1ヵ月後 
 
                    
                 














     写真 4-19 草刈り（８月）                写真 4-20 ８月中旬 






































写真 4-27  脱穀 




   棚田の畦に春にはヨメナやヨモギなどが見られ、秋にはヒガンバナやワレモコウが咲き、景観的に






写真 4-28 彼岸花         写真 4-29 カントウタンポポ 
②本田 
   本田内には雑草として問題となるイヌビエの発生が少なく、イチョウウキゴケやヤナギスブタ、シ
ャジクモ、イトトリゲモなど絶滅危惧種を含む水草類が生息している(写真 4-30､31)。 





写真 4-30 イチョウウキゴケ       写真 4-31 シャジクモ 
③耕作放棄田 
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（２）動物 
①畦 
   棚田の畦には多様な植物が繁茂しているため多くの動物種が見られる。特に水稲害虫の天敵であるコ 
モリグモについては、平坦地ではキクヅキコモリグモのみが主に見られるのに対して、上倉沢地区の棚 
田では 6 種のコモリグモが確認されている。 
②本田 
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４．２．８ 景観形成 
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４．３．２  地域主体による継続可能な棚田保全方策の概要 
（１）上倉沢地区における棚田保全の課題 
 ①持続的な活動組織づくり 
   棚田保全を中心的に担う者が少数であり、高齢化も進んでいることから、担い手の育成・確保が 
急がれる。 
 ②安定した農作業支援の確保 
   地域農家とボランティアで農作業を行っているが、農作業毎に参加するボランティア数が変動す 
るので、安定した農作業支援の確保が難しい。 
③安定した活動資金の確保 













上倉沢地区の住民に対して、棚田保全に関する意識を把握するために 2011 年 2 月にアンケート 

























   
             図 4-10 棚田を保全すべきと思いますか 
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（職業別） 




















































    
年齢別では、｢保全すべき｣と回答した人の割合は、｢50 代｣、｢70 代｣、｢60 代｣の順で高く、｢20 代｣
が一番低かった。 
図 4-11 棚田は保全すべきだと思いますか(職業別) 
 
図 4-12 棚田は保全すべきだと思いますか(年齢別) 
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問２．問１で｢思う｣と回答された方は、どのような理由ですか。(複数回答) 
① 米生産        ⑤教育の場         ⑨やすらぎの場 
② 生態系保全      ⑥都市と農村の交流の場   ⑩地域住民間の交流の場 
③ 美しい景観の維持   ⑦地域振興         ⑪地域が誇れる 
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問３．棚田保全活動に参加したいと思いますか。 






















図 4-14 棚田保全に参加したいと思いますか 














   
職業別では、「参加したい」と回答した人の割合は、｢無職｣、｢兼業｣、｢農業｣の順で高く、｢農業以 
外｣が一番低かった。 
図 4-15 棚田保全活動に参加したいと思いますか（職業別） 
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（年齢別） 


























































           図 4-17 棚田保全は誰が主体に担うべきか 
 
棚田保全を主に担うべき者、「地域住民＋地域外の人」が 55%で、「誰でもよい」が 34%であった。 
 
図 4-16 棚田保全活動に参加したいと思いますか（年齢別） 
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問 5. 棚田保全やイベントに地域外の人が多く参加することについてどう思いますか。 













































問 6. 耕作放棄地を復田し、棚田を復活させることについてどう思いますか。 






















図 4-19 棚田を復活させることについて 
棚田を復活させることについて、「復活してほしい」が 57%、「現状でよい」が 25%であった。 































年齢別では、「復活してほしい」と回答した人の割合は、｢70 代以上｣、｢50 代｣、｢60 代｣の順で高く、
｢10 代｣が一番低かった。 
図 4-20 棚田の復活について（職業別） 
図 4-21 棚田の復活について（年齢別） 
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問 7. 問 6 で｢復活してほしい｣と回答された方にお聞きします。棚田の復活にあたって、生態系や景
観に配慮すべきだと思いますか。 






















図 4-22  生態系や景観に配慮すべきか 
 




① ボランティア       ⑤活動の核となる組織の強化  ⑨企業との連携 
② お金(労務費、資材費等)  ⑥知名度アップ        ⑩学校との連携 
③ 行政支援         ⑦広報      ⑪トイレ、展望台、案内板の設置 
④ 地域住民の参加      ⑧イベント 
    






































































































図 4-23  棚田保全活動に何が必要か 
 





① 棚田オーナー制度     ④棚田体験ツアー         ⑦都市・農村交流 
② 棚田ブランド品の販売   ⑤棚田カフェ・レストラン 
③ 農産物直売所(棚田市場)   ⑥子どもたちの農業農村体験 



























































































































    ７）棚田保全のきっかけづくりとして、「棚田保全インセンティブシステムの導入」 
②目標値の考え方 





１）ＮＰＯ法人 目標：正会員 10 名 
     ＮＰＯ法人の設立準備会に参加している農家数 10 名とした。 
    ２）大学生サークル 目標：部員 10 名 
     棚田保全面積（年間作業量）の観点から、地域との話し合いを踏まえて、部員 10 名とした。 
    ３）棚田オーナー 目標：45 組 
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     ⅰ）活動資金の年間必要量、ⅱ）オーナーへの割り当て区画面積（１区画 30 ㎡）の対応の観 
点から地域との話し合いを踏まえて 45 組とした。 
（促進課題の方策） 
    ４）手作業による復田 目標：500 ㎡ 
     ⅰ）復田後の維持管理のための作業量、ⅱ）復田のため作業量の観点から、地域との話し合い 
を踏まえて、500 ㎡とした。 
    ５）生きもの保全・回復施設 目標：ボランティア 600 人、オーナーリピーター率 60％ 
     ボランティアについては、棚田保全面積（年間作業量）の観点から、地域との話し合いを踏ま 
えて現状 300 人の 2 倍の 600 人とした。なお、ボランンティアは毎回の作業参加に多い少ないの
ばらつきがあるので、②の安定した作業支援の確保が必要となっている。 
     オーナーリピーター率については、静岡県において棚田百選で最も有名な石部地区（松崎町） 
の棚田オーナーのリピーター率 60％を目標にした。 
    ６）充実した広報 目標：来訪者 1,000 人、視察・研修・報道取材 8 回 
       来訪者については、地域との話し合いを踏まえてボランティアの目標 600 人の２倍弱の 
1,000 人とした。 
       地域との話し合いを踏まえて、視察・研修については、2 ヶ月に 1 回の年間 6 回 報道取材
については、現状 1 回の 2 倍の 2 回、合わせて 8 回とした。 
    ７）棚田保全インセンティブシステムの導入 目標：2 地域 




















































４．４．３  NPO法人の概要 
  ①「ＮＰＯ」とは 





営利活動法人」である。英語名は、Specified Nonprofit Corporationという。 





     ⅰ）法人名で銀行口座を開設できる 
ⅱ）法人名で資金の調達・借入ができる 











   ⅰ）法に則った法人運営と情報公開により組織基盤がしっかりする 
ⅱ）団体と個人の資金の区別が明確になる 
   ⅲ）海外での活動がしやすくなる 
（米田、2001）３１） 
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写真 4-35 設立総会 


















         ③事業 
１）棚田オーナー事業 
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２）棚田復活事業  




  １）正会員 15 名（目標 10 名※） 
    ※ＮＰＯ法人の設立準備会に参加している農家数 10 名とした。 
   ２）賛助会員 法人 2 社 個人 2 名 
    賛助会員は、ＮＰＯ法人の運営に関与せずに活動資金や労働力等事業の支援を行う。法人は、 
   民間会社で活動資金の支援を行っている。 
４．４．７方策の成果 
活動体制の強化方策として、任意団体が NPO法人となった結果、 
①地域住民の中から将来の棚田保全の中心的役割を担うことが期待できる若い人 1 人、定年退職 2 
人、地域外の社会人 1 人が会員に加入し、棚田保全に参加している。 




④法人の賛助会員 2 社の参加により 30 万円の活動資金が得られている。 
⑤学校の農業農村体験の申込みが多くなった(2009 年 0 校→2012 年 2 校)。 
⑥行政、民間の現地視察コースに組み入れられることが多くなった（2009 年 0→2012 年 10）。 
⑦村づくりに関するコンテストで表彰を受けるようになった（2 回）。 
⑧シンポジウムなどに事例紹介や講師として呼ばれるようになった（年 1 回→3回）。 
⑨報道機関や情報紙による取材、報道、記載が多くなった（年 1→5 回）。 
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⑩①～⑨により農家のモチベーション、責任感、団結力が向上している（会合年 6 回→12回）。 








クが活動で関係を持った棚田保全活動組織 30団体のうち 8団体がＮＰＯ法人となっている３２）。 
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   県内には、棚田保全への協力が得られそうな大学生サークルが見当たらなかったことから、ＮＰ
Ｏ法人が大学と相談の上、大学生にサークルの設立、参加を呼びかけた。 
   ②ＮＰＯ法人メンバーが、部員としてサークルに参加 
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ルを一緒に作り、活動しましょう。」というポスターを 2009 年 10 月に掲示した。募集期間としてのタ
イミングがズレ（一般的には、新入生が入る 4 月の募集が有利）ていたので、応募する学生がいるか
懸念されたが、3 名の学生が参加した。 





なお、2014 年時点では 47 人となっている。初代部長は女性で、男女比は、男 50％、女 50％であった。
なお、部員という立場で、ＮＰＯ法人メンバーが１名参加している。 
４．５．６ 大学生のサークルへの主な参加動機 
   ①農家の厳しい環境を聞いたので、実際の現場で何か手伝いをしたい（理学部学生）。 
   ②将来小学校の先生になりたい。食や生き物について、現場経験にもとづき子供たちに教えたい（教 
育学部学生）。  
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③将来、実家のいちご農家を継ぐ予定。他の作物（稲作）の栽培体験をしたい（農学部学生）。 


















なるということで、特に、営業職に内定をもらっている 4 年生は、一生懸命個別販売を行っていた。 
また、棚田地区において、稲刈り時等に「棚田市場」（青空市場）が開催されており、サークルメ
ンバーが販売員となり、農家持ち込みの農産物やサークルで作った「いも入り蒸しパン」などを販
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売している(写真 4-37)。 
 































⑥毎作業ごとに 30 人、年間延べ 300 人の安定した農作業者の確保が可能となった。 





ら、手作業により 700 ㎡、機械使用により 10,000 ㎡の合計 10,700 ㎡の棚田を復元させた。 
    ⑨棚田や農村地域に関して若者、消費者という観点から評価、意見、アイデアを聞き、棚田保全や 
地域活性化の取組につながっている。多数の大学生が農作業やお祭り、イベントなどで地域内に入る 
ことにより、農村地域が脤やかになっている。 
   ⑩卒業生の 1 人がＮＰＯ法人せんがまち棚田倶楽部の事務局員として参加している。 
   ⑪大学生が尊敬の念を持って、農家に接するとともに景観など地域の素晴らしさを称賛することに 
より、農家は、農業や住んでいる農村地域に誇りをもつ。特に、高齢者は、若者と積極的にコミュニ












































 ①募  集  区  画   45 区画※（１区画：30 ㎡） 
  ※活動資金の年間必要量、オーナーへの割り当て区画面積（１区画 30 ㎡）の対応の観点から 
地域との話し合いを踏まえて 45 区画とした。 
 ②1 区画の申込み単位   1 区画の申込単位は、1 家族(5 人まで)または、1 ｸﾞﾙｰﾌﾟ(5 人まで) 
 ③オーナー 料 金       1 区画 35,000 円 
 ④契約期間            「田植え準備」～「稲刈り」 １月～10 月 
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 ⑤得典              ⅰ）収穫棚田米（新米）10kg と新茶 500g(契約更新は新茶１㎏)を進呈する 
                     ⅱ）農家による懇切丁寧な農作業の指導を行う 
           ⅲ）農作業に必要な鎌(かま)などの道具は貸与する 















学校単位のオーナーとして中学校１校（60 人）、高校 1 校（20 人）が参加している。当初予定より
参加数が増えたことから 700 ㎡の棚田の復元が行われた。 
 一方、2013 年から 1 区画の面積を広げたため 2014 年は、区画の割り当ての対応ができず 55 組の 
応募があったが、9 組断った。また、棚田オーナーのリピーター率が目標の 60%を上回り 80%とな 
っている（静岡県において棚田百選で最も有名な石部地区（松崎町）の棚田オーナーのリピーター率 
60％を目標にした）。 












    
写真 4-39 田植え前の棚田オーナー     写真 4-40 棚田オーナーとの交流会 
 
４．６．７ 「棚田オーナー」へのアンケート調査結果 
  2010 年に棚田オーナーに対してアンケート調査を行った。その結果を以下にまとめた。なお、回答
数は 27 人であった。 
①棚田オーナーになってどうだったか 
  １）「良かった」   96％(26 人)  （ ）は実数 
２）「普通」      4%(1 人) 
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３）「良くなかった」   0%(0 人) 
 ｢良かった｣26 人｢普通｣1 人であり、ほとんどの人が棚田オーナーになって良かったと言っている。 
②耕作放棄地を復田し、棚田を復元させることについて 
 １）「復元して欲しい」    92%(25 人) 
 ２）「現在の棚田の維持で良い」 4%(1 人) 
 ３）「わからない」             4%(1 人) 
 ｢復元して欲しい｣25 人であり、ほとんどの人が棚田の復元を希望している。 
③棚田保全はどのような理由で必要か（複数回答） 
１）「美しい景観の維持」    89％(24 人) 
２）「生態系保全」       85%(23 人) 
３）「農村文化の継承」          59%(16 人) 
４）「教育の場」             52%(14 人) 
５）「都市・農村交流の場」      52%(14 人) 
６）「やすらぎの場」            48%(13 人) 
７）「地域住民間の交流の場」    37%(10 人) 
８）「地すべり防止」           26%(7 人) 
９）「地域振興」        22%(6 人) 
１０）「地域が誇れる」           22%(6 人) 
１１）「米生産」                 19%(5 人) 




１）「棚田オーナー事業」    56%(15 人) 
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２）「子どもたちの農業農村体験」56%(15 人) 
３）「棚田体験ツアー」     52%(14 人) 
４）「農産物直売所（棚田市場）」 48%(13 人) 
５）「棚田カフェ・レストラン」  33%(９人) 
６）「都市・農村交流」          22%(６人) 
上位が｢棚田オーナー事業｣15 人、｢子どもたちの農業農村体験｣15 人、｢棚田体験ツアー｣14 人であ 
り、農業農村体験への期待が伺える。 
４．６．８ 方策の成果 
  棚田オーナー事業により得られる収入は、2010 年度予算の約 80％を占めており、活動資金の大きな
収入源となっている。平均で年 175 万円（棚田オーナー50 組×35,000 円）の安定した活動資金の確保
が可能となった。 2009 年度までは、事業を実施していなかったので、収入はほとんどなかった。得
られた収入は、棚田オーナー事業、棚田保全のための道具費用等に使われている。 
  （2010 年度収入・支出） 
   収入 220 万円（棚田オーナー事業等） 
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に自分の子供を棚田保全活動に参加させる方策を構築し導入することは、棚田オーナーの参加人数の
増加や継続性の確保の点で有効であると考える。 
４．６．９  棚田オーナーの農作業支援に関する評価 
（１）既往の研究に対する評価 
棚田保全のための代表的方策として多くの地域で導入されている棚田オーナー制（30 団体を調査し
















  棚田オーナーは農作業に慣れていないので、作業にあたっては、農家が指導、手助けを行っている。 
また、作業日毎に参加人数が不安定である。特に夏場の草刈りは参加者がほとんどいない。一方、 
棚田オーナーのために、受付、食事の準備、会場の設営、駐車場の案内等の作業もある。棚田オーナ
































   １）復田場所の選定方法 
    ⅰ）水利条件として、近隣の水路から水を引ける 
ⅱ）営農条件として、区画の大きさ、形状、農道への近さ等作業効率を考慮する 
ⅲ）景観条件として、周辺の景観になじむ、一方で復元の場所が良く見える地点とする 
        ⅳ）作業条件として、農道からアクセスが容易で、比較的高低差の少ない作業性が良いところ 
とする 
ⅴ）鳥獣害対策条件については、イノシシによる被害が一部発生しており、どの地点でも被害 
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を受ける懸念があり、鳥獣害対策を行う必要があるが、予算確保が課題である 
  ２）復田面積、区画数の決定方法 
    作業員の確保の観点から、作業可能な面積、枚数を決定する。 
３）復田作業用の使用機材の確保 
    基本的な作業用具として、スコップ、鍬を用意する。 
４）復田作業での注意点 
    ⅰ）ヨシ根が深さ(約 25cm)までスコップで起こす 
    ⅱ）畦の部分に土を盛る 
５）参加者の安全確保について 
    作業前に安全作業の確保・徹底を行う。 
③作業スケジュール 
  １）現地踏査、「復元作業計画」の策定 
      ↓ 
  ２）草刈（手作業及び機械作業） 
      ↓ 
  ３）抜根（手作業及び機械作業） 
      ↓ 
  ４）土起こし（手作業及び機械作業） 
      ↓ 
  ５）畦作り（手作業） 
④復田目標面積 500m2 
  ⅰ)復田後の維持管理のための作業量、ⅱ)復田のため作業量の観点から、地域との話し合いを 
 踏まえて、500 m2とした。 
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４．７．３ 将来の復田目標面積 
  ①目標面積 5ha 
  ②面積の考え方 
    耕作放棄地：8ha － 茶草場面積：3ha※ ＝ 5ha 
      ※茶草場面積は、茶園面積の 50%が必要とされている。上倉沢地区では、茶園面積 6ha を有す 
る農家が棚田 3ha を茶草場として利用している。 
４．７．４ 復田の作業状況（2010年度）  
 実際に 2010 年度に実施した復田作業の内容および農作業員数を以下に示す。 
 ○2010.12.25  現地踏査・検討 8:00～12:00 (写真 4-41) 
 ○    12.26   現地踏査・検討  8:00～12:00  
 ○2011. 1.15   草刈り 5 人       8:00～17:00(12:00～13:00 昼食)  (写真 4-42) 
 ○     1.16   草刈り 5 人       8:00～17:00(12:00～13:00 昼食)  (写真 4-43) 
  ○     1.22   抜根  10 人       8:00～17:00(12:00～13:00 昼食)  (写真 4-44) 




                     写真 4-41 作業前の状況 
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              写真 4-44 抜根作業  
 
          
              写真 4-45 土起こし作業 
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  写真 4-46 畦作り作業(1)                写真 4-47 畦作り作業(2) 
 
            
               写真 4-48 復田完了後   
 
４．７．５ 復田に要する費用 
  農家が無償で復元作業を行ったので、復元に要する費用は無しである。 
４．７．６ 復田における営農状況 











⑤復田の一部において、「古代米」を栽培した。収穫量は 10a あたり 39ｋｇであった。 
４．７．７ 方策の成果 
 上倉沢地区では、復田方策により、2009 年度 200 ㎡(棚田 4 区画)、2010 年度 500 ㎡(棚田 15 区画)
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４．８．２ 生きもの保全・回復施設の設置 
（１）目的 
    棚田及び周辺の水路などには、豊かな生きものが生息している。現存している生きものを保全する
とともに、減少した生きものを回復し、棚田保全の推進に資する。 
（２）現状の生き物の生息状況(2011 年 11 月現在) 
    棚田地区に生息している生き物の種類は以下のとおりである。 
・カワムツ ・カワヨシノボリ ・トウヨシノボリ ・ヨシノボリ類 ・ドジョウ 
・シマドジョウ ・タモロコ ・メダカ ・アメリカザリガニ 
・ヤゴ(イトトンボ類) ・ヤゴ(サナエトンボ類) ・マルタニシ 
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設置する(写真 4-50、図 4-28)。 
 
 
                写真 4-50 魚道① 
 









量であるため勾配は 1/10 とする。 
また、他地区の実績（河川技術論文集 2006 年）においても 1/10～1/12 の魚道が 48%、1/8～
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      回復対象種が同じため形式は魚道①と同じとする。 
４）魚道および固定堰の高さ等 






     水田からの水がなくなる時期に、生き物が生息できるための水たまりである。 
２）設置場所 





     そこで、どんぶちの設置場所を水路左岸側の遊休地とすることにより水路左岸側の既存の孔を




     以上のことより、どんぶちの設置場所は遊休地とする(写真 4-52、図 4-30)。 
 









     洪水時に生きものが避難、休憩する場所である。 
２）設置場所 
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にわんどを設置する(写真 4-53、図 4-31)。 
 
 

































算すると魚道①が 36時間、魚道②が 53時間、わんどが 65時間、どんぶちが 116時間かかって
いる。 
 ②経費 
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図 4-26  生きもの保全・回復施設計画平面図 
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図 4-27  生きもの保全・回復施設計画縦断図 
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図 4-28  魚道①計画平面・横断図 
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図 4-29 魚道②計画平面・横断図 
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図 4-30 どんぶち計画平面・横断図 
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図 4-31  わんど計画平面・横断図 
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（６）モニタリングの実施 
①地区内の生き物調査 
   2012 年より 5 年間継続的に実施する。調査実施月は 3 月、6 月、9 月、11 月とする。 








調査の結果、表 4-7の結果を得ることができた。同表は 2011 年 11 月 11 日の施工開始前一回 
の調査と、施工後の 5 回の調査を示している。施工前確認されている魚種の数は合計で 8 種類で
ある。それに比べて施工後 2012 年 4 月 8 日は 3 種類の魚種しか確認されていない。同様に 5 月
の調査も 4 種類しか確認は出来ておらず、施工の効果があることを表すことはできない。6 月以
降の調査では確認できる魚種も施工前と同様にまで増えてきているので、千框棚田に遡上してく
る魚類の生活史に季節が関係し、春先は確認魚種が少なかったのかも知れない。 
表 4-7  生き物調査結果（魚類）  
施工前 施工後
静岡県RD 環境省RD
カワムツ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● N-Ⅱ
ギンブナ ● ● NT
タモロコ ● ● ● N-Ⅱ
オイカワ ●
モツゴ ● ● ● ●
シマドジョウ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● N-Ⅱ
ホトケドジョウ ●




カマキリ ● NT VU
クロヨシノボリ ●
ヨシノボリ類 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
ダツ メダカ メダカ ● ● ● ● ● ● ● VU VU
8 3 4 6 6 7 7 2 6 5 4 5 7 3
6 3 4 4 5 7 7 2 6 5 4 5
●：採取 合計12種類















綱 目 科 種
ドジョウ
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また表 4-7 のヨシノボリ類とは調査において種の同定が困難な場合に使用されており、ヨシノ
ボリ類をひとまとめとした場合、施工前の確認魚種が 6 種なのに対して施工後が 7 種と増えてい





     採取された魚種では静岡県 RD で 7 種、環境省 RD で 3 種が確認されている。絶滅危惧種が多
く見つかることが生態系の重要性の指標になるわけではないが、確認できる絶滅危惧種が多いこ
とは千框棚田の生態系保全効果の大きさを表している。 





     カエルについては表 4-8のような結果となった。カエルに関しては施工前の調査結果がないの
で施工に関しての比較はすることが出来ない。カエルの調査に関してもっとも注目するところは





     施工前の状態が確認できないが、施工後の調査結果ではカエルの卵や成体はどんぶちとビオト
ープを結ぶ水路で多く確認されており、これらの施設の施工の効果は高いと考えられる。 
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トノサマガエル ● ● ● ● ● ● ● ● N-Ⅲ NT
ニホンアカガエル ● ● ● ● ● ● ● ● VU
ヌマガエル ● ● ● ● ● ● ●
アオガエル科 シュレーゲルアオガエル ● ● ● ●
アマガエル科 ニホンアマガエル ● ● ● ● ●











綱 目 科 種 2012/4/8 2012/5/27 2012/11/1 2013/6/28 2013/7/19 2013/8/23 2013/9/6
 
３）水生昆虫等        





表 4-9  生き物調査結果（水生昆虫等） 
施工前 施工後
静岡県RD 環境省RD
甲殻網 アメリカザリガニ科 アメリカザリガニ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
テナガエビ科 スジエビ ● ● ●
ヌマエビ科 ヌマエビ ●
サワガニ科 サワガニ ● ●
イトトンボ科 イトトンボ（ヤゴ） ● ● ● ● ● ●
サナエトンボ科 サナエトンボ（ヤゴ） ● ● ● ● ●
アメンボ科 アメンボ ● ● ● ● ● ● ●
マツモムシ科 マツモムシ ● ● ● ●
ミズムシ科 ミズムシ ● ●
ガムシ科 ガムシ ● ● ● NT NT
ゲンゴロウ科 ゲンゴロウ ● ● ● ● ● ● VU VU
原始紐舌目 タニシ科 マルタニシ ● ● ● ● ● ● NT NT
吸腔目 カワニナ科 カワニナ ● ● ● ● ● ● ● ● ●
両生網 有尾目 イモリ科 アカハライモリ ● ● ● ● ● ●
有鱗目 カナヘビ科 ニホンカナヘビ ● ●
カメ目 イシガメ科 イシガメ ●














2012/5/27 2012/6/26 2012/8/21 2012/9/28
備考
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１）BOD（生物化学的酸素要求量） 
図 4-32は BOD の測定結果である。菊川の平均濃度は菊川１で 4.16mg/l、菊川２で 3.54mg/l、菊
川３で 3.74mg/l、水源である目木沢で 2.28mg/l、生き物保全場所どんぶちで 4.28mg/l、捕獲調査場    





も同じ事が言えるだろう。   
        
菊 川 １ 菊 川 ２ 菊 川 ３ 目 木 沢 ど ん ぶ ち 排 水 路
7月20日 5.9 4.2 4.6
8月7日 3 . 1 2 . 3 2 . 4 2 . 4 4 . 9 3 . 7
8月21日 6 . 4 6 . 4 6 . 5 2 . 8 6 . 7 4 . 6
9月13日 3 . 6 3 . 6 4 . 1 1 . 9 3 . 4 2 . 3


















図 4-32  水質測定結果（BOD） 
 
      
環境基準の類型 BOD濃度(mg/l） 水産利用
3以下 繁殖 AA 1以下 ヤマメ・イワナ









表 4-10 水産用水基準及び環境基準類型表 
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図 4-33  どんぶち及び排水路の BOD 
 
図 4-33 はどんぶちと排水路についての BOD の平均濃度と標準偏差を表している。水産基準値に
照らし合わせると、BOD は 5mg/l 以下で生育可能、3mg/l 以下で繁殖可能となっているが、調査日






図 4-34 は DO の調査結果である。DO はどんぶちと排水路のみの調査となっている。平均値を
見てみるとどんぶちで 7.35mg/l、排水路で 7.40mg/l という濃度となっている。水産用水基準値が
6mg/l 以上なので基準値を満たしていることがわかる。また 2012 年 6 月 15 日以外の調査日では、
すべてにおいてほぼ基準値を満たしており、生き物の生息環境は良好といえる。 
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2 0 1 2 / 6 / 1 52 0 1 2 / 7 / 52 0 1 2 / 7 / 2 02 0 1 2 / 8 / 72 0 1 2 / 9 / 1 32 0 1 2 / 1 0 / 2 62 0 1 2 / 1 1 / 2 8
ど ん ぶ ち 5 . 8 6 7 . 0 6 6 . 7 4 7 . 0 6 1 0 . 2 3 6 . 7 7 7 . 7 3


















図 4-34  どんぶち及び排水路の DO 
３）pH 
図 4-35 は pH の測定結果である。pH の水産用水基準値は 6.7～7.5 である。測定結果の平均値で































ど ん ぶ ち 6 . 2 36 . 5 6 . 9 16 . 8 56 . 3 86 . 5 97 . 2 17 . 1 17 . 1 87 . 2 3













図 4-35  どんぶち及び排水路の pH 
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４．８．３ 方策の成果 
生き物教室が増加（2009 年 0 回→2012 年 10 回）、学校の農業農村体験が増加（2009 年 0 回→2012 
年 4 回）、視察・研修が増加（2009 年 0 回→2012 年 16 回（目標 6 回）している。なお、視察・研修の
目標については、地域との話し合いを踏まえて、2 ヶ月に 1 回の年間 6 回とした。 
また、施設や調査データを利用することにより、棚田は生態系、特に希少種の存在、水質等豊かな 
環境を育んでいることについて、多くの人に知ってもらうことができる 
 一方、本施設の設置により、棚田オーナーの募集数 45 組を毎年確保できており、リピーター率も
80%と高い割合になっている。また、農作業支援ボランティアが増加（2009 年 300 人→2012 年 1,000
人(目標 600 人）ている。なお、ボランティアの目標については、棚田保全面積（年間作業量）の観点




























★★ （二つ星）：25%以上 50%未満 
★  （一つ星）：5%以上 25%未満 






































写真 4-56 茶草農法：ススキなどを畝間に敷く 写真 4-55 茶草場：採草乾燥中のススキ 
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    １）広報のあり方 
      広報の推進に当たっては、地域から一般市民に向けて一方向の情報発信だけでなく、一般市民 
からの要望や意見を地域が聴くことを重視して、広聴も含めた｢双方向の広報｣を行うことが重要
である。 
    ２）広報の視点 
     棚田保全のための広報は、次の視点で推進することが有効である。 
     ⅰ）安全で安心な食料の供給に貢献すること 




    ⅱ）心安らぐ農村空間の場を提供していること 




    ⅲ）教育の推進に寄与すること 
       子供たちが田植え、稲刈りなど農業を学ぶことに加えて、生態系等自然環境や地域の歴史な
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どについて学ぶ機会が増えるなど、棚田保全が教育の推進に寄与することについて広報を行う。
例えば、棚田を拓き、地域の「食」、農業、社会を支えてきた偉人や地域の歴史など棚田にか
かわる材料や場を、教育関係者、学生、父母に提供することについて広報を行う。   
ⅳ）環境との調和に配慮して棚田の保全が行われていること 















       ⅱ）「参加型広報」の推進 
















         2008 年 7 月のツアー参加者は 40 人の応募があった。その後、四季を通じてカメラマンが
継続的に写真撮影のために棚田地域に訪れるようになった。また、菊川市文化協議会写真部
が毎年｢ろうそく灯篭会｣を開催するようになり、約 500 人の参加がある(写真 4-57)。 
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         また、テレビで報道されたということで、地域が注目され、多くの人に地域を知ってもら
うことができ、一方で、農家も地域を誇りに思う。この広報ツールは、「参加型広報」である。 
            
              
写真 4-58 テレビ局番組との連携 
 
ⅲ）実施状況 
       地元テレビ局が棚田オーナーとなり、キャスターに１年間の農作業をさせて、その様子をテ
レビ番組の特集コーナーで、田植え、草刈り、稲刈り時に放映する。 
テレビ放映後は、ＮＰＯ法人のホームページ へのアクセスが急増している(通常 1 日、約 100
アクセスが放映直後は、約 1,000 アクセスとなる)。その後、１日のアクセス数が増加しており、
2012 年 1 月時点では、平均 1 日約 300 アクセスとなっている。 
３）行政広報紙の活用 
ⅰ）目的 
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         行政広報紙は、費用は無料で全戸配布であり、市町村のすべての人に周知される。このため、
行政広報紙を積極的に活用する。 
      ⅱ）内容 
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写真 4-59 常葉菊川中学生農作業体験    写真 4-60 幼稚園の稲刈りの様子 
ⅲ）イベントの取組み 






    














①新聞      8 人(23％) 
 ②ラジオ     8 人(23％) 
 ③人の紹介    6 人(17％) 
 ④テレビ     4 人(11％) 
 ⑤インターネット 4 人(11％) 
⑥チラシ     4 人(11％) 
 ⑦行政広報    1 人(4％) 
棚田オーナーに募集についてどのような媒体で知ったかをアンケート調査したところ、新聞、ラジオ
が 23％で 1 位、人の紹介が 17％で３位であった。報道機関の広報力が大きいことが伺えるが、一方で
口コミ等人の紹介も広報力があることが伺える。 
４．９．４  方策の成果 
広報を積極的に展開した結果、①視察・研修が増加（2009 年 0 回→2012 年 16 回）、②学校の農業 
体験の要望が増加(2009 年 0 回→2012 年 4 回)、③マスコミの取材が増加（2009 年 1 回→2012 年 5 回
（目標 2 回）している。なお、マスコミ取材の目標については、地域との話し合いを踏まえて、現状
1 回の 2 倍とした。④撮影写真による広報が期待できる多くのカメラマンが来訪（延べ年 100 人）、⑤
イベントが増加(2009 年 1 回→2012 年 3 回)、⑥多くの人が来訪している（年 3,000 人（目標 1,000 人）。































   このように山地が多く平野が少ない地形のため、全面積に占める耕地の割合は 10.0％で、全国平均
の 12.2％を下回っている。 
     
                                                                                      
図 4-36  鳥取県土図 
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(２）農業地域の概要 
鳥取県は、三大河川流域の水田地帯を除いてほとんどが中山間地域に分類され、県土の中で、面積













表 4-11 鳥取県の主な農業指標 
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（４）農業就業人口  
 農業就業人口（農業従事者のうち「自家農業だけに従事した者」と「兼業にも従事したが自家農業
に主として従事した者」の合計）は、2010 年には 3 万 3,433 人、基幹的農業従事者数（ふだん仕事を
主とし、しかも主として自家農業に従事した人）は、平成 22 年には 2 万 7,675 人であった。これを年
齢別に見ると、15～59 歳は 15.5%の 4,299 人で、60 歳以上が 84.5%の 23,376 人で依然として農業就業
構造は高齢者に依存する傾向となっている。 
（５）耕地面積 
  耕地面積は 3 万 5,100ha で県土の約 10.0％を占めているが、転用等のかい廃面積が、開懇等の拡張
面積を上回って推移しており、引き続き減少傾向にある(表 4-12)。また、近年高齢化等により耕作放
棄する農家が増加し、県全体の耕作放棄地は、3,616ha (2010 年)あり、耕作放棄地面積は増加する傾向
にあり、耕作放棄率も 12.1%と全国の 10.6%に比べて高い率となっている(表 4-13)。 
 










24,200 10,900 8,000 1,900 869 109.8 181.7
24,500 11,100 7,920 2,240 950
98.3 146.5
25,500 12,500 8,520 2,920 1,030 100.8 154.8
26,400 13,600 8,590 3,880 1,160
全国
89.4 122.9
平成 27,400 14,800 8,680 4,650 1,070 95.2 136.7



















項目 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年
耕作放棄地(ha) 627 1,087 1,234 2,698 3,410
都市的地域放棄率(%) 2.3 4.3 4.9 13.2 15.8 14.9 8,528
平地農業地域放棄率(%) 1.7 2.4 3.1 7.2 9.7 15 2,742
中山間農業地域放棄率(%) 1.5 2.9 3.7 7.8 10.3 9.8 15,099
中間農業地域放棄率 1.3 2.9 3.6 6.8 10.1 9.3 11,733
山間農業地域放棄率 1.9 3.1 4 8.3 10.6 11.5 3,366
鳥取県(%) 1.7 3.1 3.8 8.2 11.2 12.1 26,369
10.6 3,353,619全　国(%) 2.1 3.2 4.1 5.1 9.7
資料：｢農林業センサス｣
注１：昭和60年～平成7年までは、
       所有耕地面積＝経営耕地面積－借入耕地面積＋貸付耕地面積
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（６）農業基盤整備 













   ①棚田の面積 
    1992 年の鳥取県の棚田面積は 4,584ha で、水田面積 26,468ha の 17.3%を占めている。これは、 
全国平均の 8.1％に比べて 2 倍以上も高くなっている(表 4-14)。 
 
 
表 4-14  鳥取県の棚田面積 
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②棚田における耕作放棄地 








   ②県土の保全としての役割 
     棚田は、下位部の農地、施設、集落等を洪水や土砂流出から守る等県土保全の役割を果たしてい 
る。 
   ③県の貴重な資源としての役割 
      棚田は文化、景観などの面から、県の貴重な資源となっている。  
   ④中山間地域の活性化のための地域資源としての役割 
     棚田は、中山間地域（県土の約 80％）に約 80％が存在し、都市・農村交流等地域の活性化のた 
めの地域資源として重要な役割を果たしている
表 4－15 鳥取県の棚田における耕作放棄地 





























２）環 境 対 策 
      都市住民へ快適空間（環境）が提供できる 
３）教 育 対 策 
      児童や学生へ環境教育の場や農業農村に対する学問の場を提供できる。 
４）社会福祉対策 








































図 4-37  ｢棚田保全インセンティブシステム｣の仕組み 
 第１段階 [ポップ] 
棚 棚田保全の関心と理解促進のきっかけづくり 
くり 
棚 田 フ ァ ン ク ラ ブ 
 第 2 段階 [ステップ] 
棚田保全のきっかけづくり 
労 働 支 援 
棚田保全ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ隊 
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（３）県が主体となるメリット 
  県が主体となって行う棚田保全方策のメリットを挙げると以下のとおりである。 
①県内外に広く棚田保全のための支援（ボランティアへの参加等）を呼びかけることができ、ま 










４．１０．４  第 1段階（ホップ）の方策  「棚田ファンクラブ」 
（１）「棚田ファンクラブ」 
①目的 
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③活 動 内 容 
  棚田ファンクラブの活動内容は以下のとおりである。 
    １）会報誌「棚田ファンクラブ通信」の発行による情報提供 
    ２）「棚田保全ボランティア隊」への参加（自由参加） 
    ３）棚田保全に関する意見交換及び提言 
    ４）都市と農村の交流会 
④設立の経緯 
  棚田保全に取組むためには、まず、棚田自体を多くの人に関心を持ってもらうための仕組みが





    １）棚田について、多くの人に関心を持ってもらう 
    ２）棚田に興味のある人の輪を広げられる 
    ３）棚田に関する情報、アイデア等を効果的に得られ、場合によっては支援も得られる 
    ４）「棚田保全ボランティア隊」への参加可能性の高い人を確保する 
    ５）農家に、棚田に対する都市側の思いを知ってもらう 
⑥会員の状況（1999 年 5 月現在） 
     会員数は「棚田ファンクラブ」設立後、約 7 ヶ月の短期間で 274 名であった。男女の内訳では、
男性 166 名（61％）、女性 108 人（39％）であった。また、会員は県内だけでなく、茨城、東京、
神奈川、大阪、広島など 15 都府県からも加入者があり、県内外の内訳は、県内 216 人（79％）、
県外 58 人（21％）であった（表 4-16）。 
加入者の動機は、棚田への関心に加え、農業や農村、自然などに非常に関心があるからという
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表 4-16 「棚田ファンクラブ」の会員の状況（1999 年 5 月現在） 





















   また、「棚田ファンクラブ」は、対象が、「棚田」に限定されていることから、地域内の棚田所有 
者以外の住民の棚田保全への関心が薄く、地域全体の取組みとなっていない。 
   このような状況及び、「棚田ファンクラブ」会員の意向調査を踏まえ、「棚田ファンクラブ」の見 
直しが行われ、2002 年に「とっとり農山村ファンクラブ」として設立された。 
②目的 




   ファンクラブの会員は、「ボランティア・イベントに参加する人」と「情報提供のみを希望する 
人」の 2 種類の会員に分かれる。 
④参加できる活動  
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２）農山村体験交流事業の交流イベント※への参加者 
       地域に負担をかけないため、１回当たりの交流イベント参加費を１人 500 円程度負担する。 
    ※ボランティア活動とは、一日その作業を無償で支援する活動 
 ※交流イベント｣とは、短時間作業体験を行い、交流会を中心とする活動 
⑤「学生人材バンク」へ事務局委託 
   2004 年から「学生人材バンク」に「とっとり農山村ファンクラグ」の事務局業務が委託されて
いる。「学生人材バンク」とは、「棚田保全ボランティア隊」の活動に参加していた鳥取大学生が 2002







年度の支援希望地区は 14 地区へと広がった。 
⑦方策の成果 
「とっとり農山村ファンクラブ」については、１）設立された直後の支援希望調査結果によると
支援可能な対象地域が 5 地域から 14 地域に大幅に増加されている、２）2011 年度時点で、支援対













     棚田保全ボランテｲア隊は、棚田保全のきっかけづくり、農作業に対する支援及び、都市・農村交
流等地域活性化に資することを目的にしている。 
②仕組み 













棚田保全ボランテｲア隊は年間 2～3 地域で実施し、1 地域に年間 2～3 回派遣する。派遣方法 
は、県が用意したバスで参加者を現地に移動する。 











「棚田ボランティア隊」を開始した 1998 年度には、派遣を要望した 2 地域を対象に、各地域１回 
づつ派遣した。以下に派遣の実績を示す。 
  １）若桜町つく米地区 
   ⅰ）日  時：1998 年 10 月 25 日（日） 
   ⅱ）参加人数：40 人（女性 13 人） 
   ⅲ）活動内容：耕作放棄の草刈りと、地元農家との交流会 
  ２）岩美町横尾地区 
   ⅰ）日  時：2000 年 3 月 14 日（日） 
   ⅱ）参加人数：46 人（女性 16 人） 
   ⅲ）活動内容：山間水路の清掃と、地元農家との交流会 
  なお、2001 年度までに 5 地域に派遣されている。 
⑤「棚田保全ボランティア隊」参加者へのアンケート調査結果 
   1998 年度に行った「棚田保全ボランティア隊」の参加者に対してアンケート調査を実施した。 
回答者は、70 名であった。 
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   １）「棚田保全ボランティア隊」の参加動機について 
    「棚田保全ボランティア隊」への参加動機については、1 位が「棚田保全」(23.4%)、2 位が「ボ 
ランティア体験」(21.9％)、3 位が「棚田への興味」(20.3％)と回答している。 




    「棚田保全ボランティア隊」への今後の参加については、96.1％の参加者が「参加したい」と 
回答している。これは、ボランティアとして参加することで、棚田保全の関心と理解が深まった 
ことによると考える。 
  ４）棚田の役割について 




    棚田保全活動の方策については、1 位が「棚田オーナー」(32.7％)、2 位が「ボランティア」(21.3％) 
と回答している。 
６）公的助成の必要性について 
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 年度に導入された方策であるが、2011 年時点においても継続されている。４）短期間(3 年間)で派












    県が 100％補助で支援を行う。 
   ２）対象資材 
    水路、耕作道、のり面補修や鳥獣害防止等に必要なセメント、砂利、Ｕ字溝、トタン板など 
   ３）作業 
    農家やボランティアが行う。 
   ４）事業費 
    上限は、無いものの、予算の範囲内で対応する。 
 ５）支援地域の条件 
     営農意欲があり、棚田保全を通じ、創意工夫により地域の活性化を図ろうとする地域とする。 
地域からの要望を踏まえ、県が支援の決定を行う。 
③2000 年度支援実績（制度開始年度） 
  136 
  若桜町つく米地区に鳥獣害防止のためのトタン板の支援を行った。 
④方策の成果 
  制度開始後、5 地域において、U 字溝、砂利、トタン板、セメントが購入され水路などの補修作
業が行われている。いずれの地域も棚田保全が始まっていることから、この方策は、棚田保全のき
かっけづくりとなっている。 










  地域組織作り、棚田プチファーマーズ制度の仕組み作り、棚田オーナー募集。 
③対象地域 




    若桜町は鳥取県の東南端に位置し、兵庫・岡山両県に県境を接しており、東西 14.1km、南北 
22.7km、総面積は 199.31 ㎡を有している(図 4-38）。 
     地勢は、北に扇ノ山、陣鉢山、東に氷ノ山、西に東山など、周囲 1,000m を超える中国地方の急 





を超える年もある。また、積雪量は多い年で 2m あまりに達し、根雪期間が 4 ヶ月に及ぶことも
ある。 
     町総面積の約 95％が山林などで占められ、山林から生産される木材は町の代表的な産品で県外
にもその名が知られている。 
 
図 4-38 若桜町位置図 
２）つく米地区の概要（写真 4-63） 
 
写真 4－63 若桜町つく米地区の棚田 
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  Ⅰ 地区の状況 
  ⅰ）人口 215 人（内農家 180 人）  
  ⅱ）戸数 54 戸（内農家戸数 39 戸〔専、１兼 6、２兼 32〕） 
  ⅲ）農地 18ha （水田 13ha 畑 5ha） 
  ⅳ）耕作放棄地 水田 1.3ha  畑 3.5ha 放棄地率 27％ 
  ⅴ）作物 水稲、大根、花、ﾐｮｳｶﾞ、その他山菜 
  ⅵ）農業の担い手は、ほとんど兼業であり、棚田保全には前向きであるが、棚田オーナー制に係 
る業務を全て地区で実施する余裕が無い（行政支援が必要）。 
  Ⅱ 稲作の状況 
  ⅰ）反当収量 420kg（７俵） 単価 2,667 円/10kg（16,000 円/俵） 
  ⅱ）販売額 112,014 円（10a 当たり） 
  ⅲ）所得率 40％ 所得 67,208 円（10a 当たり） 







   ⅰ）募集区画数 10 区画（１区画：棚田面積約 100 ㎡） 
   ⅱ）料   金 １区画 30,000 円 
   ⅲ）契約期間  1 年間  
   ⅳ）特   典 イ 収穫棚田米（新米）20kg 進呈 
           ロ お楽しみ地元特産品「ふるさとの味」を宅配（送料有料） 
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           ハ プロ（農家）による懇切丁寧な農作業指導 
           ニ 「ふるさと住民」として認定 
           ホ 祭り、イベント情報、町広報誌などの「お便り」を送付 
           ヘ 次年度の貸付け区画募集において再契約を優先 
ⅴ）参加条件  イ 貸付は、１家族で１区画（グループ、企業などは相談に応じる） 
        ロ 田植え、草刈りには参加（草刈り等日常管理への参加も歓迎） 
        ※ただし、遠距離及び都合により参加できない場合は、相談に応じる 
ハ 昼食等食事は要望により用意（有料） 
ニ 途中退会の場合、料金は返還しない（米の進呈も行わない） 
   ⅵ）農作業予定 イ 田植え 5 月下旬頃の休日 
           ロ 稲刈り 9 月下旬頃の休日 
５）棚田オーナー制の事業主体 
  つく米農事実行組合（棚田保全の地域組織でもある） 
②岩美町横尾地区 
１）岩美町の概要   
岩美町は、鳥取県の最東北端に位置し、東は兵庫県、西は鳥取市福部町、南は鳥取市国府町、
北は日本海に面している。東西 14.3km、南北 15.8km で、面積は 122.38km2である(図 4-39)。 





     気候は、本町北部の海岸地域は山陰型気候区に属し、南部の高原地域は中国山地型気候との 2
つの気候区に分かれている。平均気温は 13.5 度、年間降水量は 2,000～2,200mm である。  
  140 
 
図 4-39 岩美町位置図 
２）横尾地区の概要（写真 4-64） 
 
写真 4-64 岩美町横尾地区の棚田 
   Ⅰ 地区の状況  
  ⅰ）人口 178 人（内農家 178 人） 
  ⅱ）戸数 56 戸、（内農家戸数 56 戸〔専 5、1 兼 3、1 兼 48〕） 
  ⅲ）農地 25ha （水田 22ha 畑 3ha） 
  ⅳ）耕作放棄地 3.5ha 耕作放棄地率 14％ 
  ⅴ）耕作 水稲、ネギ、花他 
    ⅵ）農業の担い手はほとんど兼業であり、棚田保全には前向きであるが棚田オーナー制に係る業務 
を全て実施する余裕がない（行政支援必要）。 
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    Ⅱ 稲作の状況 
   ⅰ）反当収量 420kg(７俵) 単価 2,667 円/10kg (16,000 円/俵) 
   ⅱ）販売額  112,014 円（10a 当たり） 
ⅲ）所得率  40％ 所得 67,208 円（10a 当たり） 
   ⅳ）労 力  個別対応は限界に近い。管理できない水田や、不便な水田は耕作放棄地化する（農
家意見）。 





ⅰ）募集区画数 10 区画 （1 区画：棚田面積約 100 ㎡） 
  ⅱ）料  金  １区画  35,000 円 
  ⅲ）契約期間  1 年間 
  ⅳ）特  典 イ 収穫棚田米（新米）30kg 進呈 
         ロ お楽しみ地元特産物「ふるさとの味」を宅配（送料無料） 
         ハ プロ（農家）による懇切丁寧な農作業指導 
         ニ 次年度の貸付け区画募集において再契約を優先 
ⅴ）参加条件  イ 貸付は、１家族で１区画（グループ、企業などは相談に応じる） 
       ロ 田植え、稲刈りには参加（草刈り等日常管理への参加も歓迎） 
         ※ただし、遠距離及び都合により参加できない場合は、相談に応じる） 
         また、日常管理は、地元農家が行う 
       ハ 昼食等食事は要望により用意（有料） 
       ニ 途中退会の場合、料金は返還しない（米等の進呈も行わない） 
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ⅵ）農作業予定イ 田植え 5 月上旬頃の休日 
       ロ 稲刈り 9 月上旬頃の休日 
④ 事業主体  いがみ田を守る会（棚田保全の地域組織でもある） 
「いがみ田」とは、鳥取地方の方言で、棚田特有の曲がった田んぼを言う。 
(４）方策の成果 
「棚田プチファーマーズ制度」の導入(図 4-40)をきっかけとして、①2000 年度にこの制度に取組ん 
だ 2 地域（目標：県内各市町村に対して導入可能調査を行った結果、2 地域の紹介があった。）におい
て、棚田保全が始まり、2011 年度においても、取組みが継続され、募集区画数も両地域も 30 区画と
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○若桜町つく米地区 
       
              
棚田利用契約  
    農業体験など          棚田の通常管理など 
     
               
 棚田ｵｰﾅｰ 利用料     つくよね農事実行組合  
棚田米等  
 
  県、町は棚田オーナー募集支援 
 
○岩美町横尾地区 
       
              棚田利用契約   
    農業体験など          棚田の日常管理など 
     
   
              
 棚田ｵｰﾅｰ 利用料      いがみ田を守る会  


















  ①持続的な活動組織づくりとして、任意団体がＮＰＯ法人となった結果、ⅰ）地域住民の中から将 
来の棚田保全の中心的役割を担うことが期待できる若い人 1 人、定年退職者２人、地域外から社会人
1 人が会員に加入し、棚田保全に参加している、ⅱ）法人の賛助会員 2 社から年合計 30 万円の安定し
た活動資金が得られている、ⅲ）農家のモチベーション、責任感、団結力が向上している（会合 2009
年 6 回→2012年 12 回）。 
なお、棚田保全を目的とした農家で構成される任意団体からのＮＰＯ法人化は全国的にも少なく、先進 
的な取組みである。静岡県内には、1,159（213 年 8 月時点）のＮＰＯ法人があるが、棚田保全のＮＰＯ法
人はこの法人のみである。また、ＮＰＯ法人棚田ネットワークの調査によると、同ネットワークが活動で









 ③安定した活動資金の確保方策については、棚田オーナー事業を導入した結果、年 175万円の安定 
した活動資金を得るようになった。なお、棚田オーナー事業により得られる収入は、2010年度予 
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算の約 80％を占めている。また、棚田オーナーの募集から実施までの全てを、行政に依存することな
く地域の活動組織主体で行っている地域は全国的にも少なく、この方策は、先進的な取組みである。 




 ④復田による耕作面積の増加については、手作業により 2009 年度 200 ㎡、2010 年度 500 ㎡の計 700 
㎡の棚田を復元している。この方策は、全国的に事例が少ない先進的な取組みであり、小人数、短期
間で費用をあまりかけずに取組むことができるので、小規模な棚田の復元に取組む他地区にも適用で
きると考える。一方、工事用機械により 2011 年度 5,000 ㎡、2012 年度 5,000 ㎡、計 10,000 ㎡の棚田を
復元している。また、上倉沢地区の耕作放棄地面積 8ha のうち復田目標 5ha を示すことができた。 
 ⑤棚田の魅力づくり方策については、生きもの保全・回復施設等を設置した結果、生き物教室（H21 
年 0 回→H24年 10 回）、学校の農業農村体験（2009 年 0 回→2012 年 4 回）、視察・研修（2009 年 0 回
→2012 年 16 回）が増加している。また、棚田オーナーの参加者（年間 45 組）を毎年安定的に確保で
き、リピーター率も 80%と高い割合になっている。さらに、農作業支援のボランティア数も増加（2009
年度年間 300 名→2012 年度 1,000 名）している。 
 ⑥充実した広報方策については、積極的に展開した結果、上倉沢地区に多くの人（年間延べ 3,000 
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   3)｢棚田保全資材応援します制度｣については、棚田保全のためのＵ字溝、砂利、トタン板、セメ 
ントが 5 地域に提供され、いずれの地域においても棚田保全が始まっており、棚田保全のきっかけ 
づくりとなっている。 
   4)｢棚田プチファーマーズ制度｣については、棚田オーナー事業の体制づくりを通じて、棚田保全 
に向けての農家間のコミュニケーション、団結が醸成され、わずか 1 年の短期間で 2 地域に棚田保 
全のための組織が作られており、棚田保全のきかっけづくりとなっている。 






 正会員の目標 10人に対して 15人が確保できている。 
ＮＰＯ法人の設立後、地域住民の中から将来の棚田保全の中心的役割を担うことが期待できる若 
い人 1 人、定年退職者 2 人、地域外の社会人 1 人が会員として加入しており、この方策は継続的に 
棚田保全を行うための担い手の確保に成果が出ている。 




部員の目標 10 人に対して 47 人が確保できている。大学サークルを設立した結果、毎回の作業時




棚田オーナーの目標 45 組に対して 46 組が確保できている。 
棚田オーナー事業を導入した結果、年 175 万円（棚田オーナー50 組×35,000 円）及び、NPO 法人 












農作業支援ボランティア数の目標 600 人/年に対して 1,000 人が確保されている。また、棚田オー 
ナーのリピーター率の目標 60%に対して 80%になっている。この方策は棚田の魅力づくりに成果が
出ている。 







 来訪者の目標 1,000 人/年に対して 3,000 人/年が来訪している。また、視察・研修・報道取材 

































持続的な活動組織づくり NPO法人化 正会員： 10名 正会員：15人
任意団体は持続的な活動組織になり
にくい、新たな仕組みが必要































   来訪者3,000人/年












図 5-1 棚田保全方策の適用成果の総括 
基本課題と方策 
促進課題と方策 
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写真 5-1 棚田保全により維持されている諸機能 
 
 

















































５．１．６  COP10の推進に貢献 
2010 年にＣＯＰ１０（生物多様性条約第 10 回締約国会議：Conference of the Parties）で策定さ
れた愛知目標は、2050 年までに「自然と共生する世界」を実現することを目指し、2020 年までに「生
物多様性の損失を止めるための効果的かつ緊急の行動を実施する」という 20 の個別目標である。 
 個別目標のうち、目標１：人々が生物多様性の価値と行動を認識する、目標５：森林を含む自然生 
息地の損失が少なくとも半減、可能な場合にはゼロに近づき、劣化・分断が顕著に減少する、目標７： 
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 本研究は、持続的な棚田保全方策の構築を目指すもので、国連機関の登録棚田地域等世界の棚田保
全の推進に貢献するものと考える。 































   １）棚田オーナーの安定確保 
ⅰ）リピーターの確保 
          農作業時の発言やアンケート調査により、棚田オーナーのニーズを的確に把握し、迅速な対
応や交流の推進等により、リピーター率を上げる。 
      ⅱ）都市圏への広報の強化 




        農家と積極的に交流をしたいという棚田オーナーが多いこと、また、リピーターの確保の観 
点から農家と棚田オーナーのコミュニケーションを推進する。 
     ⅳ）事業の質の向上 
       棚田オーナー、農家の双方が、年々満足度が向上していくように、事業の質の向上を図って
いく。 
    ２）ケガ等事故が起こらないような効率的農作業計画の策定、実施 
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1. Background   
There are approximately 54,000 locations of rice terraces in Japan. The total rice 
terrace area is 137,578 ha, which accounts for 2.8% of the arable land are and 5.3% of 
the paddy fields area. The average rice terrace area per location is about 3 ha. Rice 
terraces have multiple functions, such as food production, groundwater recharge, 
flood prevention, landslides prevention, soil erosion prevention off agricultural land, 
biodiversity conservation, calm, quiet, and health recreation, rural landscape 
conservation, traditional culture preservation, and local revitalization. 
Effective rice terrace conservation policy is important for the Japanese government. 
Since rice terraces serve important functions in Japan, an effective rice terrace 
conservation system has to be developed immediately to prevent rice terraces from 
being abandoned and to restore unmaintained rice terraces. 
 
2. Objectives and Study Rationale  
Rice terrace areas were classified into three types.  
(1) Active and Effective Areas: areas that are able to maintain its rice terrace 
conservation system without financial support from the government. 
(2) Active but Vulnerable Areas: areas that has active but weakly organized rice 
terrace conservation systems with anticipated difficulties in maintaining the 
existing system. 
(3) Non-Active Areas: areas that have yet to develop any rice terrace conservation 
systems. 
The objectives of this study include 1) to design measures that can improve an 
“Active but Vulnerable Area” into an “Active and Effective Area”; 2) to apply these 
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measures to pilot study areas to evaluate their effectiveness. 
Similarly, another objective of this study is to design measures which would enable a 
“Non-Active Area” to start its own conservation system project, and to apply these 
measures to pilot study areas to investigate their effectiveness. The results and 




First, the challenges that prevent rice terrace areas from becoming an “Active and 
Effective Area” were identified for each “Active but Vulnerable Area” and “Non-Active 
Area.” Next, corresponding measures to address these challenges were designed. 
Finally, these measures were applied in pilot study areas to investigate their 
effectiveness. The identified challenges and their corresponding measures to address 
them are shown in Table 1. 
 
Table 1 
 Challenges Measures 
Fundamental Challenges 
1 
Developing sustainable working 
organizations 
Establish a non-profit organization (NPO). 
2 Securing stable agricultural-work support Establish university student clubs. 
3 Securing stable activity funds Introduce a rice terrace owner system. 
Primary Tasks 
4 Restoring rice terraces 
Develop maintenance technology and water 
supply technology. 
5 Increasing the appeal of rice terraces 
Install facilities for wildlife preservation and 
restoration... 
6 Enhancing public relations Cooperate with the press. 
7 
Encouraging local people to start rice terrace 
conservation projects 





In this study, the Kurasawa-region of Kikugawa-city in Shizuoka-prefecture was 
selected as an “Active but Vulnerable Area,” and Tsukuyone-region of Wakasa-town 




This section summarizes the results of applying the identified measures to the 
research areas: 
(1) Establish an NPO 
   This measure increased the number of new workers who serve main roles in rice 
terrace conservation (from 0 people in 2009 to 4 people in 2012). In Shizuoka 
prefecture, this was the first such NPO established. 
(2) Establishment university student clubs 
   This measure stabilized agricultural-work support (300 people per year). These 
clubs are a new initiative in the nation. 
(3) Introduce a rice terrace owner system 
  This measure has made activity funds more stable (1,750,000 yen per year).  
(4) Develop maintenance technology and water supply technology 
   This measure led to restoration of 200 m2 of rice terraces in 2009, and 500 m2 of 
rice terraces in 2010. This measure has been contributed to rice terrace 
restoration. 
(5) Install facilities for wild life preservation and restoration 
   This measure led to an increase in volunteers who support agricultural work 
(from 300 people in 2009 to 1,000 people in 2012). 
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(6) Cooperate with the press 
   This measure increased visitors from 1,000 people in 2009 to 3,000 people in 2012. 
(7) Introduce an incentive system for rice terrace conservation 
   This incentive was applied to two areas, and rice terrace conservation efforts 
subsequently began in both areas simultaneously. 
 
5. Conclusions 
(1) Establishing an NPO led to development of active and effective working 
organizations. 
(2) Establishing university student clubs led to stabilization of agricultural-work 
support. 
(3) Introducing a rice terrace owner system made activity funds more stable.   
(4) Developing maintenance technology and water supply technology restores rice 
terraces.  
(5) Installing facilities for wildlife preservation and restoration equipment increases 
the appeal of local areas. 
(6) Cooperating with the press enhances public relations.  
(7) Introducing an incentive system for rice terrace conservation increases rice 
terrace conservation project initiatives. 
Application of these measures addressed the identified challenges successfully. 
The Kurasawa-region has become an “Active and Effective Area” and maintains its 
own rice terrace conservation system without financial support from the government. 
The Tsukuyone-region and Yokoo-region, which are classified as “Non-Active Areas” 
have yet to develop rice conservation systems, but have begun rice terrace 
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conservation projects. The identified measures are effective in improving “Active but 
Vulnerable Areas” into “Active and Effective Areas” and in encouraging “Non-Active 
Areas” to start engaging in its own conservation projects. 
. 
    
